
 

 

 

 

 

 

 

 

【調査結果の要旨】 

1. 海外進出の状況 

 現在、海外進出を行っている企業は全体の 1 割強。進出実績なく、今後の進出の予定もなし、とする企業が

全体の 7 割強を占め、過去の同種の調査（2012 年 7 月および 2015 年 1 月）から大きな変化はなかった。 

 

2. 海外進出を行う理由 

 既に進出済みの企業は海外市場の拡大期待に次いでコスト削減が主な進出理由となる一方、今後進出を

予定する企業はコスト削減ではなく将来の海外市場の拡大や国内市場の縮小を意識して海外進出を行お

うとしている。 

 

3. 進出国、進出予定国 

 現在の進出国は中国が最も多く、かつ重要度が最も高い。今後の進出予定国としては、ベトナムと中国の

注目度が高い。 

 

4. 海外進出後の推移、今後の方針 

 海外進出後の推移としては「問題はあるものの概ね順調」が最も多く、「順調」とあわせると全体の約 8 割を

占めた。今後の事業規模の方針は、「現状維持」が最多で、次点の「拡大」と合わせた割合は全体の約 9 割

となった。 

 新たな投資の意向がある企業は、今後の事業規模の方針を「拡大」「現状維持」「第 3 国（地域）へ移転」と

答えた企業の 3 分の 1 程度であり、投資の種類としては設備投資、増資、運転資金拡大などが多かった。 

 

5. 海外進出を行わない理由 

 海外進出を行わない理由として、「現状程度の国内需要で事業の継続が可能」というものが最も多かった。 

 

6. ニッチトップ企業の海外進出等 

 ニッチトップ製品（競合他社が国内に少ない独自の製品）を保有する企業（以下、ニッチトップ企業）では保

有しない企業と比べて海外進出している比率が高く、設備投資意欲が比較的強い傾向がみられた。 

【海外進出後の推移】         【海外進出を行う理由（海外進出状況別、全産業）】

問題は
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の、概
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58.4%
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21.9%
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ない

17.8%

わから

ない

1.9%

（n=416）
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（％、複数回答） 海外市場の拡大が今後期

待できるため

安い人件費等を活用したコ

ストダウンのため

日本国内の市場が今後縮

小すると見込まれるため

日本国内の取引先企業が

海外進出を行う（行う予定）

のため

為替変動の影響を回避する

ため

その他
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【調査要領】 

1. 調査目的・内容 〇調査目的 

海外進出に対する意識調査 

〇調査内容 

1. 海外進出の状況 

2. 海外進出を行う理由 

3. 進出国、進出予定国 

4. 海外進出後の推移、今後の方針 

5. 海外進出を行わない理由 

6. ニッチトップ企業の海外進出等 

 

※ 本調査における海外進出とは、海外の工場等への投資の他、事業所開

設、生産委託、業務提携を含むものと定義しています。 

 

2. 調査時点 2018 年 1 月 1 日時点 

 

3. 調査対象先 当金庫取引先中小企業 10,179 社、有効回答数 4,393 社（回収率 43.2％） 

◇ここでいう中小企業とは、いわゆる「中小会社」（会社法第 2 条 6 号に規定

する「大会社」以外の会社）、または法定中小企業（中小企業基本法第 2

条に規定する中小企業者）、のいずれかに該当する非上場企業。 

 

4. 調査方法 調査票によるアンケート調査（郵送自記入方式） 

 

□ご照会先 商工中金 調査部 高宮    ℡ 03-3246-9370 

 

（注）各調査項目の構成比合計は、四捨五入の関係で 100％とならない場合がある。 

 



 

2 
 

【調査回答企業の属性】 

 

（１）従業員規模別 

回答企業数 構成比（％）

740 16.8

1,291 29.4

787 17.9

806 18.3

769 17.5

4,393 100.0合　　計

①    １０人以下

②    １０人超～３０人以下

③    ３０人超～５０人以下

④    ５０人超～１００人以下

⑤    １００人超

 
 

（２）地域別（本店所在地） 

回答企業数 構成比（％） 回答企業数 構成比（％）

北海道 158 3.6 北陸 184 4.2

東北 370 8.4 近畿 794 18.1

関東 1,212 27.6 中国 346 7.9

甲信越 245 5.6 四国 141 3.2

東海 449 10.2 九州・沖縄 494 11.2

4,393 100.0合　　計
 

東北（青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島）  関東（茨城、栃木、群馬、東京、埼玉、千葉、神奈川） 

甲信越（山梨、長野、新潟）   東海（静岡、愛知、三重、岐阜）  北陸（富山、石川、福井） 

近畿（大阪、滋賀、京都、兵庫、奈良、和歌山）  中国（鳥取、島根、岡山、広島、山口） 

（注）北関東と首都圏は、関東の内訳。北関東（茨城、栃木、群馬）、首都圏（東京、埼玉、千葉、神奈川）。 

 

（３）業種別 

回答企業数 構成比（％） 回答企業数 構成比（％）

1,468 33.4 2,925 66.6

食料品 208 4.7 建設 350 8.0

繊維 80 1.8 卸売 835 19.0

木材・木製品 59 1.3 小売 373 8.5

紙・パルプ 37 0.8
不動産・物品賃
貸

172 3.9

化学 135 3.1 運輸 698 15.9

窯業・土石 47 1.1 サービス 354 8.1

鉄・非鉄 71 1.6 情報通信 43 1.0

印刷 94 2.1 飲食店・宿泊業 100 2.3

金属製品 244 5.6

はん用、生産用、業
務用機械

151 3.4

電気機器 87 2.0

輸送用機器 81 1.8

その他製造 174 4.0

4,393 100.0

非製造業

全業種

製造業
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【 調 査 結 果 】 

 

１． 海外進出の状況 

海外進出の現状と今後の予定を見ると、全産業では全体の 11.3％が「進出実績あり」と回答し、「進出実績は

ないが、今後進出の予定（以降、「今後進出予定」）」は 2.3％であった（図表 1-1）。業種別にみると、製造業では

「進出実績あり」の回答割合は 19.3％、「今後進出予定」の回答割合は 2.6％であった。非製造業では、「進出実

績あり」が 7.0％、「今後進出予定」が 2.2％であった。これらの結果は、2012 年 7 月および 2015 年 1 月に同じ設

問で実施した調査結果1と比較して、大きな違いはなかった。 

 

「進出実績あり」および「今後進出予定」と回答した企業の構成比を比較すると、「進出実績あり」と回答する企

業に占める非製造業は 40.8％だったのに対し、「今後進出予定」の回答では 61.7％に上った （図表 1-2）。少子

高齢化による人口減少により国内市場の縮小が見込まれる中、今後の中小企業の海外進出においてはこれまで

以上に非製造業の存在感が増していく可能性がある。 

このほか、企業規模が大きいほど「進出実績あり」と「今後進出予定」の回答割合は高くなっていた（図表 1-3）。 

 

[図表 1-1] 海外進出の現状および今後の予定 
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19.3 

19.8 

19.1 

11.3 
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2.1 

2.6 
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2.8 

1.8 

1.8 

1.4 

4.2 

3.9 

2.6 

2.6 

2.6 

1.8 

9.6 

9.4 

12.0 

13.0 

12.0 

15.3 

10.8 

10.4 

13.2 

79.3 

80.0 

78.2 

60.8 

62.4 

59.0 

72.9 

73.6 

71.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

2018年1月調査

（n=2,621）

2015年1月調査

（n=2,384）

2012年7月調査

（n=2,748）

2018年1月調査

（n=1,380）

2015年1月調査

（n=1,370）

2012年7月調査

（n=1,592）

2018年1月調査

（n=4,001）

2015年1月調査

（n=3,754）

2012年7月調査

（m=4,340）

非
製

造
業

製
造

業
全

産
業

（％）

進出実績あり 進出実績はないが、今後進出の予定

進出実績はあったが、現在は撤退 進出実績なく、今後の進出の予定は未定

進出実績なく、今後の進出の予定もなし  
 

 

 

 

                                                  
1 「中小企業の海外進出に関する認識調査（2012 年 7 月調査）」（2012 年 10 月 3 日公表）、「中小企業の海外進出に関する認識調査（2015 年 1 月調査）」

（2015 年 4 月 2 日公表）。詳細は商工中金ホームページに掲載。 
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[図表 1-2] 「進出実績あり」「今後進出予定」の業種別構成比 

14.7

24.4

25.5

19.7

34.8

12.8

65.5

40.8

61.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

回答企業全体

(n=4,001)

進出実績あり

(n=451)

今後進出予定

(n=94)

（％）

素材型製造業 加工型製造業 非製造業

 

※ 素材型製造業＝食料品、繊維、木材・木製品、紙・パルプ、化学、窯業・土石、鉄・非鉄。 

加工型製造業＝印刷、金属製品、はん用・生産用・業務用機械、電気機器、輸送用機器、その他製造業。 

 

[図表 1-3] 企業規模別の「進出実績あり」「今後進出予定」回答割合 

5.1

9.3

11.7

20.5

23.9

26.4

2.0

2.0

3.2

2.8

2.2

1.9

0 5 10 15 20 25 30

5億円以下

（n=1,332）

5億円超～

10億円以下

(n=958)

10億円超～

20億円以下

（n=804）

20億円超～

50億円以下

(n=575)

50億円超～

100億円以下

(n=226)

100億円超

(n106)

（％）

＜年商規模別＞

進出実績あり

今後進出予定 8.7

8.0

10.2

12.2

18.8

1.4 

2.6 

2.5 

2.0 

3.0 

0 5 10 15 20 25

10人以下

（n=643）

10人超～

30人以下

（n=1,151）

30人超～

50人以下

（n=729）

50人超～

100人以下

（n=743）

100人超

（n=735）

（％）

＜従業員数別＞

進出実績あり

今後進出予定
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２． 海外進出を行う理由 

「進出実績あり」または「今後進出予定」「進出実績はあったが、現在は撤退」と回答した企業2を対象に、海外

進出を行う（行う予定、行っていた）理由を尋ねた。 

海外進出を行う理由としては、「海外市場の拡大が今後期待できるため」（全産業 52.7％）が最も多く、「安い人

件費等を活用したコストダウンのため」（同 33.5％）が続く（図表 2-1）。「為替変動の影響を回避するため」は、極

めて少ない結果となった。業種別で比較すると、「安い人件費等を活用したコストダウンのため」、「日本国内の取

引先企業が海外進出を行う（行う予定）のため」などは非製造業と比較して製造業の回答比率が高い。製造業で

はサプライチェーン全体の海外進出とあわせて自社も海外進出を図っていること等が背景にあるとみられる。一

方で「日本国内の市場が今後縮小すると見込まれるため」は製造業と比較して非製造業の回答比率が高い結果

となった。 

さらに、これらの理由のうち、最も重要度の高いものはどれか尋ねたところ、「海外市場の拡大が今後期待でき

るため」が 36.6％と最も多く、「安い人件費等を活用したコストダウンのため」（31.7％）が次いで多かった。 

 

[図表 2-1] 海外進出を行う理由 
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（％、複数回答）

全産業（n=621）

製造業（n=342）

非製造業（n=279）

海外市場

の拡大

36.6%

コストダウ

ン

31.7%

国内市場

の縮小

11.8%

国内取引

先の海外

進出

14.4%

為替変動

回避

0.0%
その他

5.6%

＜最も重要度の高い理由（全産業）＞

（n=432）

（注）左記の選択肢のうち、最も重要度の高い
理由を1つ選んで回答。

 

 海外進出状況を「進出実績あり」と回答した企業では、進出を行っている理由として「海外市場の拡大が今後

期待できるため」（49.2％）が最多で、次いで「安い人件費等を活用したコストダウンのため」（37.3％）が多かっ

た。 

これに対し「今後進出予定」と回答した企業では、「海外市場の拡大が今後期待できるため」（68.1％）という理由

が圧倒的に多く、「安い人件費等を活用したコストダウンのため」と回答した割合は 10.6％にとどまった。 

このように、既に進出済みの企業は海外市場の拡大に次いでコストダウンという理由も強く意識していたが、今

後海外進出を予定する企業は専ら拡大する市場を取り込みたいという意識を持って海外進出を図っているとみら

れる。 

                                                  
2 全産業に占める割合は 16.3％。 
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 [図表 2-2] 海外進出を行う理由（海外進出状況別、全産業） 
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（％、複数回答）

海外市場の拡大が今後期待できる

ため

安い人件費等を活用したコストダウ

ンのため

日本国内の市場が今後縮小すると

見込まれるため

日本国内の取引先企業が海外進

出を行う（行う予定）のため

為替変動の影響を回避するため

その他

 

 

参考１ 海外進出状況と国内設備投資の関係 

 当調査は、「中小企業設備投資動向調査（2018 年 1 月調査）」3の付帯調査として実施している。そこで、海外

進出の状況別に、中小企業設備投資動向調査で設問している国内設備投資の有無を集計した。 

 全体的に大きな差はないものの、「進出実績なく、今後の進出の予定もなし」と回答している企業は、国内設備

投資についても「無し」と回答している割合がやや高くなっている。「進出実績あり」と答えた企業と「今後進出予

定」と答えた企業では設備投資について 2017 年度見込み、2018 年度計画とも「有り」と答えた企業の割合がや

や高くなった。 

[参考図表 1] 海外進出状況と国内設備投資

59.6

59.6

56.6

50.7

49.1

40.4

40.4

43.4

49.3

50.9

0 20 40 60 80 100

進出実績あり

(n=451)

今後進出予定

(n=94)

現在撤退

(n=106)

今後の予定は未定

(n=432)

今後の予定なし

(n=2,918)

有り 無し

(％)設備投資実施企業割合(2017年度見込み)

42.8

44.7

33.0

35.9

32.9

31.3

39.4

46.2

39.4

35.3

25.9

16.0

20.8

24.8

31.8

0 20 40 60 80 100

進出実績あり

(n=451)

今後進出予定

(n=94)

現在撤退

(n=106)

今後の予定は未定

(n=432)

今後の予定なし

(n=2,918)

有り 未定 無し

(％)設備投資実施企業割合(2018年度計画)

                                                  
3 「中小企業設備投資動向調査（2018 年 1 月調査）」（2018 年 3 月 22 日公表。詳細は商工中金ホームページ掲載。） 
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３． 進出国、進出予定国 

「進出実績あり」または「今後進出予定」と回答した企業4を対象に、進出している国および今後進出を予定して

いる国を尋ねた。 

現在進出している国（以下、進出国）で最も多いのは「中国」（55.4％、製造業・非製造業計。以下同。）であり、

「タイ」（23.6％）、「ベトナム」（20.6％）、台湾（16.6％）と続く（図表 3-1）。一方で今後進出を予定している国（以下、

進出予定国）で最多は「ベトナム」（32.4％）であり、「タイ」（22.3％）、「中国」（21.8％）、「台湾」（16.5％）と続く。 

進出予定国について前回調査時の回答と比較したところ、ベトナムが最も多く、タイ、中国等がそれに次ぐ多さ

であるという状況は前回から変わっていない（図表 3-2）。 

[図表 3-1] 進出国、進出予定国の分布 

33.4 

10.0 10.3 
5.1 3.0 

15.9 

3.0 3.7 4.7 
11.0 

1.4 
8.4 

22.0 

5.8 6.3 

4.0 4.7 

7.7 

3.0 3.5 4.9 

9.6 

1.9 

6.3 

55.4 

15.9 16.6 

9.1 7.7 

23.6 

6.1 7.2 
9.6 

20.6 

3.3 

14.7 

0

10

20

30

40

50

60

中
国

韓
国

台
湾

香
港

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

タ
イ

マ
レ
ー
シ
ア

フ
ィ
リ
ピ
ン

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

ベ
ト
ナ
ム

イ
ン
ド

米
国

（％、複数回答）

非製造業

製造業

進出国

（n=428）

（注）太字の数値は、製造業・非製造業の合計

11.7 

2.7 
10.1 

2.7 4.8 
9.6 

3.7 2.1 
6.4 

14.4 

5.3 6.4 

10.1 

2.7 

6.4 

3.2 
4.8 

12.8 

4.8 
4.3 

9.6 

18.1 

4.3 4.3 

21.8 

5.3 

16.5 

5.9 
9.6 

22.3 

8.5 
6.4 

16.0 

32.4 

9.6 10.6 

0

10

20

30

40

50

中
国

韓
国

台
湾

香
港

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

タ
イ

マ
レ
ー
シ
ア

フ
ィ
リ
ピ
ン

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

ベ
ト
ナ
ム

イ
ン
ド

米
国

（％、複数回答）

非製造業

製造業

進出予定国

（n=188）

（注）太字の数値は、製造業・非製造業の合計
 

  

 

 

 

 

 
                                                  
4 全産業に占める割合は 13.6％。 
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 [図表 3-2] 進出予定国の推移（前回調査との比較） 

16.5 

6.6 
11.0 10.4 

12.6 

23.1 

9.3 8.2 

19.8 

40.7 

9.9 9.9 

21.8 

5.3 

16.5 

5.9 

9.6 

22.3 

8.5 6.4 

16.0 

32.4 

9.6 
10.6 

0

5

10

15

20

25
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35

40

45

中
国

韓
国

台
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香
港

シ
ン
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ポ
ー
ル

タ
イ

マ
レ
ー
シ
ア

フ
ィ
リ
ピ
ン

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

ベ
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ナ
ム

イ
ン
ド

米
国

（％、複数回答）

2015年1月調査

(n=182)

2018年1月調査

（n=188）

 

さらに、進出国、進出予定国について、どの国の重要度が高いと考えているかを尋ねた5。重要度第 1 位の国

は、進出国では「中国」（43.1％）が最も多く、進出予定国では「ベトナム」（22.8％）が最も多い（図表 3-3）。進出

国の重要度第一位として挙げられた国では中国が突出していたのに対し、進出予定国の第 1 位として挙げられ

た国ではベトナムと中国の割合が並んで高かった。 

 

[図表 3-3] 重要度第 1 位の進出国・進出予定国 

中国

43.1%

タイ

12.3%
ベトナム

9.1%

米国

7.9%

韓国

5.3%

台湾

4.4%

インドネシア

3.2%

その他

14.7%

進出国 （n=341）

ベトナム

22.8%

中国

19.5%

タイ

8.9%

台湾

7.3%

米国

4.9%

フィリピン

4.9%

インド

4.1%

その他

27.6%

進出予定国 （n=123）

                                                  
5 進出国および進出予定国のうち、重要度第 1 位から第 3 位までを選択。 
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４．海外進出後の推移、今後の方針 

「進出実績あり」と回答した企業に海外進出が順調に推移しているかどうかについて尋ねた。 

その結果、「問題はあるものの、概ね順調」が 58.4％となり最も多く、「順調に推移している」（21.9％）、「順調と

は言えない」（17.8％）が次いで多かった（図表 4-1）。 

同様に「進出実績あり」と回答した企業に今後海外進出を拡大する方針かどうかについて尋ねたところ、「現状

維持」が 57.6％と最多で、「拡大」が 34.5％とこれに次ぐ。「縮小」「撤退」はそれぞれ 3.8％、2.6％にとどまった。 

次に、海外進出後の推移（「順調に推移している」、「問題はあるものの、概ね順調」、「順調とは言えない」）別

に今後の方針にどのような傾向があるかを集計した（図表 4-2）。その結果、今後の方針を「拡大」と答えた割合は

海外進出後の推移が順調であるほど高くなる傾向がみられる。海外進出後の状況が「順調とは言えない」と答え

た企業においても「現状維持」が半数を超えており、「縮小」「撤退」は少数にとどまった。 

 

[図表 4-1] 海外進出後の推移と今後の方針  

問題はあ

るものの、

概ね順調

58.4%

順調に

推移して

いる

21.9%

順調とは

いえない

17.8%

わから

ない

1.9%

進出後の推移 （n=416）

現状維持

57.7%

拡大

34.5%

縮小

3.8%

撤退

2.6%

第３国（地

域）へ移

転

1.4%

今後の方針 （n=420）

57.6%

 

[図表 4-2] 海外進出後の推移状況別今後の方針 

14.9

36.4

47.8

55.4

59.9

51.1

1.4
1.7

1.1

16.2

1.7

12.2

0.4

0 20 40 60 80 100

順調とはいえない

(n=74)

問題はあるものの概ね順調

(n=242)

順調に推移している

(n=90)

拡大 現状維持 第３国（地域）へ移転 縮小 撤退

(％)
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次に、進出国別で、進出後の推移と今後の方針の違いを見てみる。 

3 章の進出国・進出予定国でともに回答が多かった中国、タイ・ベトナムを全体の回答と並べて比較した。その

結果、進出後の推移については中国・タイは目立った違いがみられないが、ベトナムでは「順調に推移している」

「問題はあるものの、概ね順調」の合計が全体よりもやや多かった（図表 4-3）。 

今後の方針については、タイ・ベトナムで「拡大」の割合がやや多かった（図表 4-4）。 

 

[図表 4-3] 海外進出後の推移（進出国別） 

1.9

17.8
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1.2 8.5
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20
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40
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100

順調
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（％） ベトナム
（n=416） （n=220） （n=97） （n=82）

 

[図表 4-4] 今後の投資意向（進出国別） 
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51.9
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10
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30

40
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80

90

100

（％）（％） ベトナム（％）（％）全体（再掲）
（n=420） （n=223） （n=96） （n=81）

 

さらに、海外進出を今後「拡大」「現状維持」「第3国（地域）へ移転」と回答した企業に対して、今後海外進出に

関して新たな投資をする意向があるかどうか尋ねた。 

その結果、「投資をする意向有」が 35.0％、「投資をすることは考えていない」が 65.0％となった（図表 4-5）。投

資の種類については、「海外拠点の設備投資」（56.5％）が最も多く、「出資金（増資）」（33.9％）、「運転資金の拡

大」（30.4％）が続いた。 
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 [図表 4-5] 今後の投資意向と投資の種類 

投資をす

る意向有

35.0%

投資をす

ることは

考えてい

ない

65.0%

海外進出後の新たな投資意向

（n=337）
3.5

5.2

30.4

33.9

56.5

0 20 40 60

その他

海外拠点運用のために国内で

実施する研究開発資金

運転資金の拡大

出資金（増資）

海外拠点の設備投資

投資の種類

(n=115)

（％）
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５． 海外進出を行わない理由 

「進出実績なく、今後の進出の予定は未定」または「進出実績なく、今後の進出の予定もなし」と回答した企業6

を対象に、海外進出を行わない理由を尋ねた。 

「現状程度の国内需要で事業の継続が可能」が 62.3％と最も回答割合が高い。この他、「海外事業立ち上げ

のための人材が不足」（20.1％）、「国内での雇用維持を優先させたい」（19.7％）、「国内の需要掘り起こしで収益

の確保ないし拡大が可能」（17.2％）が続く。 

2015 年 1 月調査と比べると、「海外事業立ち上げのための人材が不足」（18.0％→20.1％）、「海外事業立ち上

げの実務がわからない」（13.0％→14.5％）、「事業環境や制度面の情報が不足」（11.4％→12.9％）などの割合が

高まった。 

 

 [図表 5-1] 海外進出を行わない理由（今回調査と前回調査） 

62.3 

20.1 

19.7 

17.2 

14.9 
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9.4 
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現状程度の国内需要で事業の継続が可能

海外事業立ち上げのための人材が不足

国内での雇用維持を優先させたい

国内の需要掘り起こしで収益の確保ないし拡大が可能

投資回収の目処が立たない・立てられない

質的に人材確保の見通しが立たない

海外事業立ち上げの実務がわからない

事業環境や制度面の情報が不足

販売見通しが採算ラインに届かない

資金不足

量的に人材確保の見通しが立たない

コスト低減効果が見込めない

想定進出先での原材料・部品仕入の目処が立たない

国内部門のコスト削減で価格競争力の維持が可能

技術の海外流出を阻止したい

想定進出先の産業インフラが未整備である

その他

（％、複数回答）

2018年1月調査

（n=2,778）
2015年1月調査

（n=3,050）

 

 

 

                                                  
6 全産業に占める割合は 83.7％。 
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次に、業種別に海外進出を行わない理由の違いをみてみる（図表 4-2）。 

「現状程度の国内需要で事業の継続が可能」とする理由が多いことは製造業・非製造業で共通している。ただ

し、理由ごとに両社で回答割合の差異がみられた。「現状程度の国内需要で事業の継続が可能」は製造業よりも

非製造業の方が多く、「海外事業立ち上げのための人員が不足」、「国内での雇用維持を優先させたい」、「国内

の需要掘り起こしで収益の確保ないし拡大が可能」は非製造業よりも製造業の方が多かった。 

 

 [図表 5-2] 海外進出を行わない理由（業種別） 

57.3 

25.9 
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20.5 
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16.1 

14.0 

18.1 

13.6 

8.8 

10.4 

6.0 

5.1 

6.4 

2.6 

5.5 

64.4

17.7

18.1

15.0

12.6
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2.1

0.5

2.0

6.3
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現状程度の国内需要で事業の継続が可能

海外事業立ち上げのための人材が不足

国内での雇用維持を優先させたい

国内の需要掘り起こしで収益の確保ないし拡大が可能

投資回収の目処が立たない・立てられない

質的に人材確保の見通しが立たない

海外事業立ち上げの実務がわからない

事業環境や制度面の情報が不足

販売見通しが採算ラインに届かない

資金不足

量的に人材確保の見通しが立たない

コスト低減効果が見込めない

想定進出先での原材料・部品仕入の目処が立たない

国内部門のコスト削減で価格競争力の維持が可能

技術の海外流出を阻止したい

想定進出先の産業インフラが未整備である

その他

（％、複数回答）

製造業(n=800)

非製造業(n=1,978)
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６． ニッチトップ企業の海外進出等 

本調査では競合他社が国内に少ない独自の製品を「ニッチトップ製品」とし、製造業の中でニッチトップ製品を

保有する企業（以下、ニッチトップ企業）についても調べた7。なお、今回の調査ではニッチトップ製品として、例え

ば以下のような回答があった（図表 6-1）。 

 

[図表 6-1] ニッチトップ製品の例 

ニッチトップ製品

病院用手術着

化学 樹脂製消火ホース

防熱扉

天井クレーン落下防止装置

樹木粉砕機

産業用ブレーキ

航空機用電源

電気機器

電気機器

はん用・生産用・業務用機械

金属製品

業種（いずれも製造業）

繊維

はん用・生産用・業務用機械

 

 

まずニッチトップ企業の数や売上高規模について調べた。製造業の中でニッチトップ企業が占める割合は

15.5％であった（図表 6-2）。売上高規模は、「5 億円以下」（34.3％）が最も多く、次いで「10 億円超～20 億円」

（22.3％）、「5 億円超～10 億円」（22.0％）が多く、10 億円以下の企業が半数以上を占めた（図表 6-3）。 

ニッチトップ製品が売上に占める比率については、比率 25％未満の企業が全体の 47.2％となり約半数を占め

たが、比率 75％～100％の企業も全体の 18.3％となっており相応の割合に上った（図表 6-4）。 

 

[図表 6-2] 製造業に占めるニッチトップ企業の割合    [図表 6-3] ニッチトップ企業の売上規模 

ニッチトップ

あり

15.5%

ニッチトップな

し

84.5%

（n=2,458）

5億円以下

34.3%

5億円超～10

億円以下

22.0%

10億円超～

20億円以下

22.3%

20億円超～

50億円以下

13.6%

50億円超～

100億円以下

5.2%

100億円超

2.6%

(n=382)

 

                                                  
7 ここでは、実際のアンケート調査において「貴社では競合他社が国内に少ない独自の製品（「ニッチトップ製品」。自社ブランド製品であるか否かを問いま

せん。）をお持ちですか？」という質問に対して「はい」と回答した企業をニッチトップ企業としている。 
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 [図表 6-4] ニッチトップ製品が売上に占める比率 

～25％

未満

47.2%

25～

50％未

満

16.6%

50～

75％未

満

18.0%

75～

100％

18.3%

（n=356）
 

次に、ニッチトップ製品の有無によって海外進出状況に違いがあるか否かについて調べた。「進出実績あり」に

ついてはニッチトップ企業の回答割合が 31.9％でありニッチトップ企業以外の企業の回答割合（11.4％）と比べて

多くなった （図表 6-5）。「進出実績はないが、今後進出の予定」についてもニッチトップ企業のほうがニッチトップ

企業以外の企業より多い。ニッチトップ企業は海外進出への関心が比較的高いことがうかがえる。 

 

[図表 6-5] ニッチトップ製品有無別の海外進出状況  

11.4

31.9

2.0

4.9

2.9

6.3

11.1

16.5

72.5

40.4

0 20 40 60 80 100

ニッチトップ製品

なし

(n=2,009)

ニッチトップ製品

あり

（n=364)

進出実績あり 進出実績はないが、今後進出の予定

進出実績はあったが、現在は撤退 進出実績なく、今後の進出の予定は未定

進出実績なく、今後の進出の予定もなし

（％）

 
次に、ニッチトップ製品の有無によって海外進出を行っている（あるいは行う予定、行っていた）理由に違いが

あるか否かを調べた。「海外市場の拡大が今後期待できるため」が最も多く「安い人件費を活用したコストダウンの

ため」が次いで多いという構図は共通している（図表 6-6）。但し、ニッチトップ企業では「海外市場の拡大が期待

できるため」が 57.3％と、「安い人件費を活用したコストダウンのため」の 26.8％を大きく上回っており、ニッチトップ

企業以外の企業と比べて傾向がよりはっきりしている。ニッチトップ企業は、総じてコストダウンよりも海外市場の開

拓を理由として挙げる傾向が強いとみられる。 
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[図表 6-6] ニッチトップ製品有無別の海外進出理由  
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その他
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日本国内の取引先企業が海外進出を行う

（行う予定）のため

日本国内の市場が今後縮小すると見込まれる

ため

安い人件費を活用したコストダウンのため

海外市場の拡大が今後期待できるため

ニッチトップ製品あり（n=157）

ニッチトップ製品なし(n=329)

（％、複数回答）

 

 

参考 2 海外進出状況と国内設備投資の関係 

 ニッチトップ製品の有無によって設備投資動向に違いがあるかどうかを調べるため、ニッチトップ企業とニッチト

ップ企業以外の企業についてそれぞれ 2017 年度の設備投資見込みの有無と 2018 年度の設備投資計画の有

無を集計した。その結果、2017 年、2018 年ともにニッチトップ企業は設備投資有りの割合が高く、設備投資意欲

が比較的高いように見受けられた。 

 

[参考図表 2] ニッチトップ製品有無と国内設備投資 
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(n=2,076)

ニッチトップ製品
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（n=382）

有 無

設備投資実施企業割合（2017年度見込み） （％）

34.3

48.7

38.1
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18.1
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ニッチトップ製品

なし

(n=2,076)

ニッチトップ製品

あり

（n=382）

有 未定 無

設備投資実施企業割合（2018年度計画） （％）

 

本資料は情報の提供を目的としており、投資勧誘を目的としたものではありません。投資判断の決定につきまし

ては、お客様ご自身の判断でなされますようにお願いいたします。 


